
 

（6）国・都支出金  
 

１ 生活保護費等の特定の事務事業に対しては，国や東京都から事業費の一定割合が交付さ

れています。また，交付された財源は，法令等に基づく負担金，財政援助等の補助金，事

務委託等の委託金に区分され，使途が特定されています（特定財源）。 

２ 平成27年度における国庫支出金は社会資本整備総合交付金（街路）の増要因等があり，

131億2000万円余，都支出金は児童福祉費補助金の増要因等があり，109億円余と見

込み，総額は240億2000万円余，前年度と比較して，12億6000万円余の増となって

います。 

各内訳としては，国庫支出金では，社会資本整備総合交付金（再開発）の減があるもの

の，駅前広場整備に伴う社会資本整備総合交付金（街路）の増や学校施設環境改善交付金

の増などにより2億７000万円余の増，一方，都支出金では，待機児童対策としての保育

所施設整備に伴う児童福祉費補助金の増などにより9億8000万円余の増となっています。 

3 国の政策展開により，補助金・交付金の見直し動向があることから，今後も国や東京都

の制度改革の動向を注視し，あらゆる機会を通じて，地方分権に相応しい税源移譲の枠組

みを求めていきます。 

国・都支出金の状況（単位：百万円）

27年度 26年度 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容

13,123 12,846 277 2.2

負担金 9,579 9,175 404 4.4
（構成比） 73.0 71.4 1.6

民生費 9,545 9,168 376 4.1 管内管外私立保育所100　保険基盤安定(国保)95　生保負担金84

衛生費 5 7 ▲ 2 ▲ 25.8 養育医療事業負担金

教育費 30 0 30 皆増 幼稚園・認定子ども園施設型給付費負担金

補助金 3,488 3,614 ▲ 125 ▲ 3.5
（構成比） 26.6 28.1 ▲ 1.5

総務費 178 9 169 著増 社会保障・税番号制度システム整備・カード交付補助金170

民生費 575 924 ▲ 350 ▲ 37.8 臨時福祉給付金▲256　子育て世帯臨時特例給付金▲141

衛生費 35 15 20 131.4 循環型社会形成推進交付金20

土木費 2,382 2,476 ▲ 94 ▲ 3.8 社会資本整備（再開発）▲655　社会資本整備（街路）291

教育費 320 190 130 68.5 学校施設環境改善交付金113　国史跡整備費補助金26

委託金 56 57 ▲ 2 ▲ 3.0
（構成比） 0.4 0.5 ▲ 0.1

総務費 1 1 ▲ 0.1 ▲ 15.0 中長期在留者住居地届出等事務委託金▲0.1

民生費 50 53 ▲ 3 ▲ 5.7 基礎年金等事務費委託金▲3

労働費 0.01 0.01 0 10.0 健康保険被保険者取扱事務費

教育費 5 4 1 35.3 特別支援教育モデル事業

27年度 26年度 増減額 増減率 主　な　増　減　内　容

10,904 9,919 985 9.9

負担金 3,290 3,170 120 3.8
（構成比） 30.2 32.0 ▲ 1.8

民生費 3,258 3,107 151 4.9 保険基盤安定（国保）54　管内管外私立保育所50　障害児施設措置費18

衛生費 2 3 ▲ 1 ▲ 25.8 養育医療事業負担金▲0.8

土木費 0 60 ▲ 60 皆減 京王線連立関連事業負担金

教育費 30 0 30 皆増 幼稚園・認定子ども園施設型給付費負担金

補助金 7,076 6,336 740 11.7
（構成比） 64.9 63.9 1.0

総務費 1,000 998 2 0.2 消費者行政活性化交付金1　地域人権啓発活動活性化事業補助金1

民生費 4,037 3,112 925 29.7 児童福祉費978　生活保護費▲62

衛生費 144 144 ▲ 1 ▲ 0.5 医療保健政策区市町村包括補助事業補助金▲1

労働費 0 26 ▲ 26 皆減 緊急雇用創出事業補助金

農業費 11 2 9 590.5 都市農業経営パワーアップ事業補助金9

商工費 19 15 4 30.2 新元気を出せ商店街事業3　観光まちづくり推進支援事業費補助金1

土木費 1,548 1,742 ▲ 194 ▲ 11.2 都市計画（再開発）▲324　みちまち▲312　市町村土木補助518

教育費 317 296 21 7.1 非構造部材耐震化補助58　通学路防犯設備補助7　直結給水補助▲47

委託金 538 413 125 30.2
（構成比） 4.9 4.1 0.8

総務費 502 380 123 32.4 国勢調査事務費委託金139

民生費 13 13 ▲ 0.01 ▲ 0.05 女性福祉資金貸付事業事務費委託金▲0.06

衛生費 3 2 0.3 14.6 屋外広告物許可事務費0.3

土木費 7 7 0.1 1.5 緊急輸送道路耐震化事務処理委託金0.08

教育費 13 11 1 12.3 オリンピック教育推進校事業委託金2

区　　分

区　　分

国庫支出金

都 支 出 金
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３ 歳出予算の状況 

歳出については，修正基本計画の初年度として，引き続き，重点プロジェクトをはじ

めとする基本計画事業を着実に推進するとともに，市民の安全・安心の確保と市民生活

支援に継続的に取り組むため，「選択と集中」の視点から，限られた財源の重点配分を

行いました。また，学校をはじめとする既存公共施設の老朽化に計画的に対応するほか，

各種制度改正に対応する内容としています。 

コストの最適化を図るため，前年度決算振返りや本年度執行状況等を重ね合わせた各

事務事業の見直し・改善による財源確保や経費縮減に取り組むことで，引き続き，財政

の健全性維持に努めています。 

 

（１）目的別予算の状況 
 

１ 目的別予算では，障害者・高齢者・子ども施策のほか，社会保障関連経費（義務的経

費に属する扶助費など）の増加が見込まれる民生費が，前年度と比較し，24億4000万円

余，6.4%の増となっています。構成比は48.1％（26年度47.6％）で，引き続き，高い

構成比率での第1位となっています。 

2 構成比で見ると，駅前広場の整備などの中心市街地の街づくりに取り組む土木費が 

14.0%で第2位，小中学校維持保全経費を含む教育費が11.5%で第3位，退職手当な

どを含む総務費が10.6％で第4位，ごみ処理に要する経費を含む衛生費が6.4%で 

第5位となっています。 
 

① 目的別予算（単位：百万円，％） 

予算額 構成比 予算額 構成比

合  計 84,970 100.0 80,736 100.0 4,234 5.2

議 会 費 544 0.6 518 0.6 26 4.9 議員共済会負担金16

総 務 費 9,040 10.6 8,649 10.7 392 4.5

マイナンバー関連事業費372，たづくり施設整備費

262，国勢調査費122，市議会議員選挙費76，

事務嘱託員報酬59，グリーンホール施設整備費

▲140，一般職退職手当▲384

民 生 費 40,894 48.1 38,449 47.6 2,445 6.4

民間保育所施設整備助成762，保育所運営事業費

609，学童クラブ事業運営委託料343，介護特会

繰出金152，国保特会繰出金148，子育て世帯臨

時特例給付金給付事業費▲141，ちょうふの里改修

工事費▲246，臨時福祉給付金給付事業費▲256

衛 生 費 5,424 6.4 5,105 6.3 319 6.3
クリーンセンター移転事業費147，東京たま広域資

源循環組合負担金58，定期予防接種委託料40

労 働 費 65 0.1 63 0.1 1 2.1

農 業 費 102 0.1 83 0.1 19 22.6 都市農業経営パワーアップ事業補助金14

商 工 費 304 0.4 315 0.4 ▲ 12 ▲ 3.7
観光ＰＲ事業費▲21，元気を出せ商店街補助金6，

中小企業保証料負担金12

土 木 費 11,855 14.0 11,626 14.4 229 2.0

（仮）ふるさと基金積立金（統合分）758，中心市

街地駅前広場等整備費694，鉄道敷地駐輪場整備費

553，区画道路等整備費532，北第1市街地再開発

事業▲242，都市計画道路整備費▲347，京王線

連立事業負担金▲955，南口東地区市街地再開発事

業▲1,069

消 防 費 3,159 3.7 2,793 3.5 366 13.1
消防施設用地取得費446，消防用備品購入費22，

災害対策用備蓄品購入費▲19，消防事務委託金

▲86

教 育 費 9,776 11.5 8,628 10.7 1,148 13.3
小中学校施設整備費1,042，放課後遊び場対策事業

費129，深大寺城跡用地買収費74，少年自然の家

改修工事費▲64，体育施設整備費▲245

公 債 費 3,706 4.4 4,406 5.5 ▲ 700 ▲ 15.9 元金▲638　利子▲62

予備費等 100 0.1 100 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

土 木 費 11,097 － 11,626 － ▲ 529 ▲ 4.6
※基金の統合に係る積立金（7.5億円余）を除いた

土木費

主な増減内容増減額 増減率区　　分
27年度 26年度

参 考 
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図―目的別予算（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 目的別予算の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出合計 

849億 

7000万円 

議会費 
544 
0.6% 

総務費 
9,040 
10.6% 

 
民生費 

40,894 
48.1% 

衛生費 
5,424 
6.4% 

労農商 
471 
0.6% 

土木費 
11,855 
14.0% 

消防費 
3,159 
3.7% 

教育費 
9,776 
11.5% 

公債費 
3,706 
4.4% 

予備費等 
100 
0.1% 

 

各目的別の予算額の

推移は下表をご参照

ください！ 
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（２）市民1人当たりの各目的別予算額 
 

平成27年度における予算総額849億7000万円を人口224,191人（平成27年1月1日現

在）で割ると市民1人当たりの予算額は379,007円になります。 

各目的別の予算額を人口で割ると，市民1人当たりの各目的別予算額が分かります。 

 

 

 

 

※予備費等は除く 
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（3）性質別予算の状況 
 

歳出予算を経費の性質別分類から見ると，義務的経費は公債費の減により減となりまし

たが，消費的経費は学童クラブ費など物件費の増，投資的経費は小中学校施設整備費の増

などにより増となっています。なお，その他の経費の積立金には，地球環境保全基金と緑

の保全基金の統合にかかる7億5000万円余を計上しています。 

１ 義務的経費１は，扶助費において管内・管外私立保育所運営事業費などの増要因があ

り，前年度と比較して4.3％の増となります。一方，公債費においては，住民税等減税

補塡債の償還終了の減要因があり，義務的経費総体では0.1％の減となっています。 

２ 消費的経費２は，物件費が学童クラブ費の増などで9.1％の増，補助費等が民間保育所

整備助成費の増などで9.7％の増，維持補修費が14.8％の増となり，消費的経費総体で

9.5％の増となっています。 

３ 投資的経費３は，小中学校施設整備費，中心市街地駅前広場等整備費，鉄道敷地駐輪場

整備費などの増要因があり，4.6％の増となっています。 

※投資的経費は臨時的な経費で，各年度の事業量により増減します。 

 

① 性質別予算の状況（単位：百万円，％） 

 

 

 

 

 

                                   

                            
１ 義務的経費：支出が義務付けられている経費で，人件費，扶助費，公債費をいいます。 
２ 消費的経費：支出効果が比較的短期間で終わる性質を持っており，物件費，維持補修費，補助費等が該当します。 
３ 投資的経費：学校等の施設建設事業や道路等都市基盤整備への支出など，社会資本の形成につながる経費をいいます。 

その他
11.3%

消費的
経費

 34.9%

義務的
経費

40.9%

人件費
14.3%

繰出金
10.0%

公債費
4.4%

投資的
経費

12.9%

維持補修費
1.1%

積立金
1.1%

その他
0.2%

扶助費
22.2%

物件費
20.9%

補助費等
12.9%

予算額 構成比 予算額 構成比

84,970 100.0 80,736 100.0 4,234 5.2

34,734 40.9 34,783 43.2 ▲ 49 ▲ 0.1

人 件 費 12,123 14.3 12,251 15.2 ▲ 128 ▲ 1.0 退職手当等の減

扶 助 費 18,904 22.2 18,126 22.5 778 4.3 保育所運営事業費等の増

公 債 費 3,706 4.4 4,406 5.5 ▲ 700 ▲ 15.9 住民税等減税補てん債元金等の減

29,663 34.9 27,084 33.5 2,579 9.5

物 件 費 17,745 20.9 16,262 20.1 1,483 9.1 学童クラブ費等の増

維 持 補 修 費 930 1.1 810 1.0 120 14.8 保育園維持補修費等の増

補 助 費 等 10,989 12.9 10,013 12.4 976 9.7 保育所整備助成費等の増

9,580 11.3 8,355 10.3 1,225 14.7

積 立 金 937 1.1 143 0.2 794 557.1 基金統合に係る積立金等の増

繰 出 金 8,530 10.0 8,097 10.0 432 5.3 国保特会繰出金等の増

そ の 他 113 0.2 115 0.1 ▲ 2 ▲ 1.7

10,994 12.9 10,514 13.0 479 4.6 小中学校施設整備費等の増

※性質別経費の把握は，地方財政状況調査（総務省所管）に準じて集計しています。
※その他の経費のうち「その他」は，投資及び出資金，貸付金，予備費です。
※表示単位未満四捨五入をしています。

主な増減内容区　　分
27年度 26年度

増減額

投 資 的 経 費

増減率

合 計

義 務 的 経 費

消 費 的 経 費

そ の 他 経 費

歳出合計 

849 億 

7000万円 
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（４） 主な予算科目等の状況 

  ア 民生費 
 

１ 民生費は，障害者，高齢者，児童，母子等の福祉施策や生活保護に係る経費，国民健

康保険事業，介護保険事業，後期高齢者医療の3特別会計への繰出金などで構成されて

います。 

2 平成27年度の民生費の総額は408億9000万円余で，前年度と比較して 

24億4000万円余，6.4％の増となっています。この増要因は，民間保育所の施設整備

助成費や運営委託料，学童クラブ運営委託料の増などによるものです。 

3 民生費の内容では，障害者，高齢者，母子福祉等の社会福祉費が42.8％を占め，次い

で児童福祉費，生活保護費，国民年金費の順となっています。 

 

 

① 民生費の状況（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 民生費の推移（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26年度 増減額

民生費計 40,894 100.0% 38,449 2,445

社会福祉費 17,491 42.8% 17,231 259

8,520 20.8% 8,624 ▲ 104

3,789 9.3% 3,641 149

5,182 12.7% 4,967 215

2,093 5.1% 1,942 152

2,106 5.2% 2,035 72

児童福祉費 16,998 41.6% 14,910 2,088

8,220 20.1% 7,851 369

8,778 21.5% 7,059 1,719

生活保護費 6,362 15.5% 6,267 95

国民年金費 43 0.1% 40 3

27年度区　　　分

社会福祉施策等

国民健康保険繰出金

児童福祉施策費

保育関係費

　うち後期高齢者繰出金

　うち介護保険繰出金

高齢者福祉費

0

2,000
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10,000
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14,000

16,000
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20,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

百万円

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

年度

児童福祉費

41.6%

社会

福祉費

42.8%

生活保護費

15.5%

国民年金費

0.1%

社会福祉

20.8%

国保

繰出

9.3%

高齢者

福祉

12.7%

保育園

21.5%

児童福祉

20.1%

民生費 
408億 

 9000万円 
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参考 社会保障関係経費の推移 

 民生費のうち主な社会保障関係経費として，生活保護費，障害者福祉費，国民健康保険事業・

介護保険事業・老人保健・後期高齢者医療特別会計への繰出金の推移をまとめています。
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